UL Japan 電波法「登録証明機関」業務範囲
第64号 700MHz帯高度道路交通システムの陸上移動局
	試験項目
	技術基準等

	割当周波数または指定周波数
[電波法施行規則 第四条の四]
	755.5 ～ 764.5MHz 

	周波数の偏差 （×10-6）
[無線設備規則 別表第一]
	20ppm

	占有周波数帯幅の許容値
 [無線設備規則 別表第二]
	9MHz指定周波数帯


2.5μW/100kHz以

	（AV）

	
	1GHzを超える

	2.5μW/1MHz以下（AV）



	
	

	空中線電力 
指定値
[無線設備規則 第四十九条の二十二の二]


偏差
[無線設備規則 第十四条1項表]
	
指定値：　0.01W以下/MHz（平均電力）

偏　 差：　＋50%　－50%
参考：基地局

偏　 差：　＋20%　－50%

	副次的に発する電波等の許容値 
[無線設備規則 第二十四条]
	周波数

限度

1,000MHz以下
4nW/100kHz 以下(AV)

1,000MHzを超えるもの

4nW/1MHz 以下（AV）

(参考：基地局)

周波数

限度

770MHz以下
4nW/100kHz 以下（AV）

770MHz ＜ f  ≦  810MHz

320pW/100kHz 以下（AV）

810MHz ＜ f  ≦  1,000MHz

4nW/100kHz 以下（AV）

1,000MHz を超えるもの 

4nW/1MHz 以下（AV）



	送信時間制御装置
[無線設備規則 告示第444号]
	送信時間　　　　：任意の100msecにおける総和は660μsec以下、かつ送信バースト長は330μsec以下
 (参考：基地局は任意の100msecにおける総和は10.5msec以下)

	キャリアセンス
[無線設備規則 告示第444]
	キャリアセンスレベル ：-53dBm(参考：基地局は不要)

	その他
[無線設備規則 第四十九条の二十二の二]

	· 通信方式は同報通信または単向通信または単信方式であること

· 一つの筐体に収められており、容易に開けることができないこと
但し以下を除く

1. 送信装置及び受信装置の動作の状態を表示する表示器

2. データ信号用付属装置その他これに準ずるもの
3. 信号処理装置
· 変調方式は直交周波数分割多重方式であること

· 信号伝送速度は、毎秒5Mbit以上であること

· 空中線は絶対利得が0dB以下であること。但し10mWに対して、5dB(基地局は13dB)まで低下分を補える

· 混信防止機能(施行規則第6条の二第１項第二号に規定する機能)


